
１．は じ め に
今回，アメリカ班調査団として研修を行ったの

は，佐藤浩章講師（大学教育総合センター），ルー

ス・バージン助教授（留学生センター），横川節子

専門職員（学務部），松久勝利教授（大学教育総合

センター），そして筆者の和田武（総合情報メディ

アセンター）の５名である。

最初に訪問した，UW（University of Washington：

ワシントン大学）は，ワシントン州シアトルにある

総合型大規模大学で，１８６１年創立，２，７００名の教授

陣と３５，０００名の学生数を誇っている州立大学である

（図１）。数々の特徴ある組織の中，我々は，

Student Access & Computing Group，Business

Administration Computer Services等を，平成１５年

２月２４日～２５日の２日間訪ねた。

もう一つの大学，PSU（Portland State Univer-

sity：ポートランド州立大学）は，オレゴン州にあ

る都市型大学で，１９４６年創立，１２，０００名の学生数を

誇り，一般教育改革に力を注いでいる大学である。

今回我々は，Instruction Technology，Community

Based Learning Center for Academic Excellence

（CAE）などの組織を訪問した。

訪問の目的は，アメリカの両大学における教育改

革，FD活動の調査研究であるが，主に，情報教育

施設の整備状況や教育内容，サポート体制について

調査した。さらに，筆者の研究テーマの一つでもある

教育効果に関して，情報教育１年次における今後の

情報リテラシー教育のあり方，１年次の習熟度別ク

ラス編成の実施方法，２年次以降の情報教育の内容，

そして e-Learningの実施内容についても調査した。

２．各大学での情報教育

２．１ UWでの情報教育

� Student Access & Computing Group

２月２４日午後，Student Access & Computing

Groupの Damien Koemans氏を訪ねた。図書館内
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の各階に PC-roomがあり，Windows，Macマシン

が数百台設置されていた（図２）。Catalyst（CTLT：

Center for Teaching，Learning & Technology）と

呼ばれるサポートセンターが充実しており，TA，

Help Deskなど学生主体の運営であった。また，AV

機器やメディア編集装置を中心としたコンテンツ作

成システム室も活発に利用されていた。

� CTLT（Center for Teaching，Learning

& Technology）

２月２５日午前，CTLTの John Holmens氏を訪ね

た。Catalyst（CTLT）は，学生主体のサポートセ

ンターで，著作権を考慮した教材作りも行われてい

た。情報リテラシー教育は，学生各自がWeb上で

step by step方式で学習しており，質問や疑問点が

生じた場合には，即座に解決できるように学生によ

るサポート体制が充実していた。２年次以降の情報

教育は，学部毎にプログラミング教育やネットワー

クを活用した疑似実習等を行っており，内容につい

ては，ワシントン州で方針策定中とのことであっ

た。これについては，豪州が進んでいるようで，規

模が小さいと実施が比較的容易であるようだ。

� Computer Literacy Education

２月２５日午後，Computer Literacy Educationの

Dr. zaki氏を訪問した。ZAKI氏は，All information

system，システム分析，DBデザイン，シミュレー

ションを担当している教員で，情報リテラシー教育

は，予め学生にWebサイトで教材を確認させてお

いてから授業を進めるようだ。愛媛大学では現在は

１年次に必須科目として情報リテラシー教育を行っ

ているが，UWにおいて，受講者の理解度別にクラ

ス分けを行う習熟度別授業の可能性については，ク

ラス分けで多くのクラスが必要となり，物理的に困

難ではないか，ということであった。対応策として，

よく理解している学生がそうでない学生に説明さ

せ，授業をサポートさせる形で，お互いが満足感を

覚えるようにしているとのこと。Webコースウェ

アは，UW独自開発で，チームを編成して開発を行っ

ていた。UWにおける e-Learningシステムは offer

されていないが，検討委員会の構成メンバーには

入っており，Phenix大学ではインターネットで授

業を行っているそうだ。e-Learningの問題点は，

学生からの質問がＥメールでの対応が多くなり，き

め細やかな対応ができなくなるので注意を要する。

また，黒板，カメラ，装置などの費用が増大するこ

とも問題の一つのようだ。さらに，病休など欠席で

の対応も課題が残されているようだ。

図１．UW（University of Washington）
桜の木も植えられていた。野鳥の姿も

図２．UWのPC-room（椅子なしPCコーナー）

図３．PSU（Portland State University）
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２．２ PSUの情報教育

� Instruction Technology

２月２７日午前，PSUの Instruction Technology

にMark Kramer氏を訪ねた。PSUの情報教育は，

Instruction Technology所属の約６０名のスタッフで

運営されており，大変充実されていた。情報リテラ

シー教育は，既に高校までで実施されているので，

大学では，プログラミング，ゲーム理論などを実施

していた。また，スタッフによる自作プレゼンテー

ションシステムの開発などを行っていて大変興味深

かった（図４）。また，Assistant Technology Center

では，スタンドコーナがあり，効率よく運用されて

おり，また，ハンディキャップ者用コーナも設置さ

れていて，きめ細かな対応がなされていた。

e-Learningは，教材開発として教員の授業を撮

影して，POLYCOM社製の TV会議システム等で

映像を配信していた。これらは，上述の Instruction

Technolog1yのスタッフが担当していた。

� Community-Based Learning Center

for Academic Excellence（CAE）

２月２８日午前，CAEの Kevin Kecskes氏を訪ね

た（図５）。Community-Based Learning Center for

Academic Excellence（CAE）は，いわゆる，新入

生サポートセンターで，WebCT，Academic Computer

Labなどがあった。Assistant Technology Center

では，Webページで学生，教職員からの問い合わ

せに対応していた。e-Learningでは，教材開発は

個人によって開発されたり，スタッフによって開発

されていた。Webコースウェアでは，WebCT，

Blackboardの採用が主流であった。

３．ま と め

UW，PSU両大学における情報教育の内容，支援

体制等について，調査研究を行った。両大学ともコ

ンピュータセンターの環境は，愛媛大学とほぼ同様

と感じたが，両大学とも学生スタッフ中心のサポー

トセンターが大変充実しており，学生中心の運営が

行われていた。この点が強く印象に残った。

１年次の情報リテラシー教育は，高校までで修了

しており大学では実施していなかった。

授業では，ディスカッションの時間を十分に割い

ており，授業の質は，講義ノートの内容より，より

質の高い対話を目指していた。

また，習熟度の異なる学生が画一的な授業は退屈

で窮屈に感じる場合の対処方法として考えられる習

熟度別クラスの実施状況では，３個以上のクラス編

成になるので，実施は困難なようだ。良く理解して

いる学生は，他の学生を指導することなどで満足感

を得られることなどで対応していた。e-Leaningに

ついては，支援スタッフがコンテンツ（授業内容）

を保存し，配信する形が目についた。双方向での授

業でも，欠席者への対応，質問や顔の見える授業へ

など問題があるようだ。やはり，学生主体のシステ

ムを目指す必要があると思われる。つまり，e-

Learningは，教える側中心から学習者中心のシス

テム作りが必要ではなかろうか。コンテンツの作成

は，ある程度の知識を有する専門家チームが必要で

あると感じた。

１年次の情報リテラシー教育を受講後に，２年次

図５．PSUのCAEにて，Kevin Kecskes 氏と

図４．PSUの自作プレゼンテーションシステム
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以降の情報教育をどのように実施するかについて

は，例えば，プログラミング教育，ゲーム作り，擬

似実習などが考えられるであろう。

今回の研修により，愛媛大学への提言として，�
Help Deskの開設など，学生中心の運営体制を，�
本学の PC室のレイアウトは再検討の必要があり，

�新入生向けサポート体制の充実を早期に実現し，
�質の高いグループ別ディスカッションを中心とし
た授業スタイルの導入を，また，�情報教育担当の
高校教員との連携が必要であり，さらに生涯学習，

企業教育のための社会人に目を向けた教育も必要，

だと思われる。

なお，本稿は，平成１５年３月２６日に共通教育棟本

館２階会議室で開催された「愛媛大学米国調査団報

告会」で報告した内容を手直ししたものである。

最後になりましたが，このような貴重な研修の場

を与えて頂きました関係者の方々に深く御礼申し上

げます。

和 田 武
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